
施策名 部局名 作成責任者

施策の概要
政策評価

実施予定時期
令和9年度

達成目標1
目標設定の
考え方・根拠

基準値 目標値
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 毎年度

69.3 70.1 74.2 74.2 76.0 調査中

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 毎年度

47.1 48.1 49.4 49.4 51.0 調査中

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

測定指標

学生等が安心して学べる教育研究環境を整備する。

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

①教育研究経費依存
比率（％）
【大学、短期大学】

【目標値の設定根拠】
本比率は、学生納付金収入に対する教育研究経費支出の割合を表してお
り、本比率が高いほど、学生等が支払った金銭が、教育研究経費として学
生等に還元される事になる。比率が高いほど、金銭が学生等に還元される
一方、学校法人においては教育研究経費以外の支出も重要であるため、一
概に高い目標値を立てる事は必ずしも適切ではない事から、「前年度より
改善」とした。
【指標の根拠】
分子：教育研究経費支出
分母：学生生徒等納付金収入
【出典】『今日の私学財政 大学・短期大学編』（日本私立学校振興・共済
事業団、2013～2018）

前年度より改
善

私立学校は、多様な人材育成や特色ある教育研究の展開を担うとともに、
大学生の約7割強、高校生の約3割、幼稚園児の約8割が在学している。その
ような、我が国の学校教育の質・量の発展に重要な役割を果たしている私
立学校において、学生等が安心して学べる教育研究環境を整備すること
は、教育機関全体の質の保証、向上にとって重要であることから、上記目
標を設定している。

実績値

令和元年度実施施策に係る事前分析表

私立学校の振興に向け、教育研究条件の維持向上を図るとともに経営の健全性を高めること等を目的とし、私学助成や学校法人へ
の指導・助言等を行っている。

（文R1－6－1）

特色ある教育研究を展開する私立学校の振興

「第3期教育振興基本計画」

高等教育局私学部私学行政課 松坂　浩史

平成30年度 令和元年度（当初予算）
施策の予算額・執行額

（千円） 575,112,626
（572,977,293）

572,023,740

施策に関係する内閣の
重要施策(主なもの)

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標値の設定根拠】
本比率は、学生納付金収入に対する教育研究経費支出の割合を表してお
り、本比率が高いほど、学生等が支払った金銭が、教育研究経費として学
生等に還元される事になる。比率が高いほど、金銭が学生等に還元される
一方、学校法人においては教育研究経費以外の支出も重要であるため、一
概に高い目標値を立てる事は必ずしも適切ではない事から、「前年度より
改善」とした。
【指標の根拠】
分子：教育研究経費支出
分母：学生生徒等納付金収入
【出典】『今日の私学財政 高等学校・中学校・小学校編』（日本私立学校
振興・共済事業団、2013～2018）

②教育研究経費依存
比率（％）
【小学校、中学校、
高等学校】

前年度より改
善
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基準値 目標値
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 毎年度

239,560
244,358
(102.0)

249,391
(102.1)

253,642
(101.7)

257,964
(101.7)

269,570
(104.5)

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 毎年度

8.3
 8.2
(99.1)

8.2
(98.9)

8.2
(99.96)

8.2
(99.87)

8.3
(101.12)

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 毎年度

11.3
11.2
(99.0)

10.4
(92.8)

9.89
(94.8)

9.40
(95.1)

9.14
(97.2)

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 毎年度

83.7 85.2 87.6 88.8 90.3 91.6

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 毎年度

77.8 80.6 83.5 86.4 88.4 90.3

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

【目標値の設定根拠】
教員一人当たりの学生数が少ないほど、学生一人当たりにおける教育を受
ける機会の確保につながると考えられるため。
【指標の根拠】
分母：私立の大学・短期大学・高等専門学校の教員数
分子：私立の大学・短期大学・高等専門学校の学生数
【出典】学校基本調査

④教員一人当たり学
生数（人）
【大学、短期大学、
高等専門学校】（前
年度比（％））

前年度より改
善

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標値の設定根拠】
私立高等学校等の教育に係る経常的経費について、生徒等一人当たりの補
助額が増加することで、教育条件の維持向上及び修学上の経済的負担の軽
減につながると考えられるため。
【指標の根拠】
分子：私立高等学校等経常費助成費補助金（一般補助）の補助対象経費と
なる都道府県補助金の合計。
分母：上記都道府県補助金の補助対象となる生徒等の合計人数。
【出典】文部科学省調べ

③都道府県事業費の
増加率
（上段：円
下段：前年度比
（％））

前年度より改
善

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

測定指標
実績値

測定指標
実績値

測定指標
実績値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標値の設定根拠】
④の根拠と同じ
【指標の根拠】
分母：私立の幼保連携型認定こども園、幼稚園、小学校、中学校、高等学
校、中等教育学校、特別支援学校の教員数
分子：私立の幼保連携型認定こども園、幼稚園、小学校、中学校、高等学
校、中等教育学校、特別支援学校の児童・生徒数
【出典】学校基本調査

⑤教員一人当たり児
童生徒数（人）
【幼保連携型認定こ
ども園、幼稚園、小
学校、中学校、高等
学校、中等教育学
校、特別支援学校】
（前年度比（％））

前年度より改
善

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標値の設定根拠】
全ての子供・若者が耐震化等の施された安全な学校施設で安心して学習で
きる環境を整備する事が必要であるため。
【指標の根拠】
分母：私立学校施設（大学等）における全建物面積
分子：耐震性のある（新耐震基準で建築及び旧耐震基準で耐震化済）建物
面積
【出典】日本私立学校振興・共済事業団による調査

⑥私立学校施設の耐
震化率（％）
【大学等】

100％
（早期）

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標値の設定根拠】
⑥の根拠と同じ
【指標の根拠】
分母：私立学校施設（高校等）における全棟数
分子：耐震性のある（新耐震基準で建築及び旧耐震基準で耐震化済）棟数
【出典】文部科学省調べ

⑦私立学校施設の耐
震化率（％）
【幼稚園から高等学
校】

100％
（早期）
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基準値 目標値
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 毎年度

36,615
37,916
(103.6)

39,984
(105.5)

42,054
(105.2)

46,355
(110.2)

48,752
(105.2)

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

⑦ 0153

② 0154

④、⑤ 0155

①、② 0156

①、④、⑧ 0157

②、③、⑤ 0158

⑥、⑦ 0159

⑤ 0160

①、②、
⑥、⑦

0162

⑥、⑦ 0163

② 0164

昨年度事前分析表からの変更点 ―

達成手段
（開始年度）

―
私立学校施設高度化推進事業費補助

（平成9年度）
1,160

（1,113）

日本私立学校振興・共済事業団補助
（基礎年金等）
（昭和28年度）

127,319（127,319） 134,402.1 ―

備考

―

私立高等学校産業教育施設整備費補助
（昭和29年度）

41.3（0） 41.3
岡山県での平成30年7月豪雨の影響から建築資材が入手
難となり、事業の実施計画を変更したため、平成30年
度の執行ができず、翌年度に繰越しを行った。

平成30年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和元年度
当初予算額
【百万円】

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標値の設定根拠】
経済的に就学困難な学生の教育費負担を軽減し、教育を受ける機会を確保
することが重要であるため。
【出典】日本私立学校振興・共済事業団による調査

⑧私立大学等授業料
減免等支援延べ人数
（人）（前年度比
（％））

前年度より改
善

1,295
私立幼稚園施設整備費補助

（昭和42年度）
1,730（1,440）

私立大学等研究設備整備等
（昭和28年度）

2,857（2,764） 2849.9 ―

私立大学等経常費補助
（昭和45年度）

316,050
（315,624）

315,900 ―

1,164

私立学校教育研究装置等施設整備費補助
（昭和58年度）

21,170
（20,794）

14,094.1 ―

私立学校施設災害復旧
（昭和37年度）

2,409（1,940） 0 ―

私立高等学校等経常費助成費等補助
（昭和50年度）

102,307
（101,911）

102,147 ―

私立学校教員研修事業費等補助
（昭和53年度）

28.2（28） 28.3 ―

私立学校体育等諸施設整備費補助
（昭和40年度）

64（52） 80 ―
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達成目標2
目標設定の
考え方・根拠

基準値 目標値
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 毎年度

32.9 34.1 37.0 38.8 41.3 調査中

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 毎年度

12.5 12.5 12.5 12.4 12.2 調査中

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
H29年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 毎年度

134,080 ― ― ― 134,080 調査中

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標値の設定根拠】
本指標は、学校法人の負債とならない収入から人件費や教育研究経費等の
支出を差し引いた額がマイナスである法人数の割合である。個々の法人に
おけるマイナスの要因は一時的あるいは臨時的である場合があるため、経
年的に見てこの割合が悪化しないことを目標とするのが適切であることか
ら、「前年度より改善」とした。
【指標の根拠】
分子：学校法人の負債とならない収入から人件費や教育研究経費等の支出
を差し引いた額がマイナスである法人数
分母：文部科学大臣が所轄するすべての学校法人
【出典】『今日の私学財政 大学・短期大学編』（日本私立学校振興・共済
事業団、2013～2018）

①事業活動収入（帰
属収入）で事
業活動支出（消費支
出）を賄えない大臣
所轄の学校法人の割
合（％）

前年度より改
善

私立学校を設置する学校法人の経営の健全性、経営基盤の強化を推進する。【経
済・財政アクション・プログラム（以下、AP）に挙げられた取組に関連する達成目
標】

学校の教育研究活動の維持及び向上には、学校の設置主体である学校法人
の経営の健全性及び経営基盤の強化が不可欠であるため。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標値の設定根拠】
寄附金は私立学校にとって重要な収入源であり、一定水準の寄附金収入が
継続して確保されることは経営安定のために好ましいため、目標値を「前
年度より増加」とした。
【指標の根拠】
大臣所轄学校法人全体の寄附金収入
【出典】『今日の私学財政 大学・短期大学編』（日本私立学校振興・共済
事業団、2018）

③大臣所轄学校法人
の寄附金額（百万
円）

前年度より増
加

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標値の設定根拠】
本比率は、固定負債と流動負債を合計した負債総額の総資産に対する割合
である。本比率は低いほど良いが、一方で施設設備の整備に充てる資金を
借入金等で賄う場合もあるため、一概に低い数値を目標値とすることは難
しく、経年的に見てこの割合が悪化しないことを目標とすることが適切で
あることから、「前年度より改善」とした。
【指標の根拠】
分子：固定負債と流動負債を合計した負債総額
分母：資産総額
【出典】『今日の私学財政 大学・短期大学編』（日本私立学校振興・共済
事業団、2013～2018）

②大臣所轄の学校法
人の総負債比率
（％）

前年度より改
善

測定指標
実績値
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基準値 目標値

H29年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R2年度

26.3 ― ― ― 26.3 21.3

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値

H29年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R2年度

36 ― ― ― 36 20

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
APにおいて、令和２年度に、入学定員充足率90％未満の私立大学の割合を
平成29年度と比較して半減させることが定められている。【APのKPI】
【出典】文部科学省調べ

④入学定員充足率
90％未満の私立大学
の割合（％）【AP
改革項目関連：文
教・科学技術分野５
－１　少子化の進展
を踏まえた予算の効
率化と教育の質の向
上】
【AP のKPI】

基準値から半
減

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
APにおいて、令和２年度に、情報の公表状況により私学助成の減額となる
大学数を平成29年度と比較して半減させることが定められている。【APの
KPI】
【出典】文部科学省調べ

⑤情報の公表状況に
より私立大学等経常
費補助の減額となる
大学数
【AP 改革項目関
連：文教・科学技術
分野５－１　少子化
の進展を踏まえた予
算の効率化と教育の
質の向上】
【AP のKPI】

基準値から半
減
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基準値 目標値

H29年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 毎年度

56 ― ― ― 56 63

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

⑥、⑦ 0157

①～⑦ 0161

④ ―

①～⑦ ―

①～⑦ ―
学校法人運営調査
（昭和59年度）

― ―
学校法人の健全な経営の確保に資するため、管理運営
の組織及び活動状況、財務状況等について、実態を調
査するとともに、必要な指導・助言を行う

昨年度事前分析表からの変更点
・APに基づき、達成指標④～⑥を追加した。
・平成30年度事後評価書に対する有識者からの指摘を踏まえ、達成指標「財務情報等の一般公開を行っている大臣所轄の学校法人の割合」
を削除した。同様に、有識者からの指摘を踏まえ、「大臣所轄学校法人の寄附金比率」を「大臣所轄学校法人の寄附金額」に変更した。

達成手段
（開始年度）

平成30年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和元年度
当初予算額
【百万円】

備考

私立学校行政事務処理等
（平成13年度）

23（16） 22.8 ―

学校法人に係る税制改正
（昭和25年度）

― ―

近時の改正では，従来，土地・建物のみ認められてい
た特例の対象資産が株式まで拡大された。また，特例
を用いず国税庁長官の承認を受けた寄附財産を基本金
に組み入れる場合，資産を売却し，売却益で別の資産
を取得することが認められた。

私立大学等経常費補助
（昭和45年度）

 316,050（315,624） 315,900

APにおいて、私立大学等経常費補助につき、教育の質
に応じたメリハリ付け、教育の質が確保されず定員割
れとなっている大学や赤字経営の大学等への助成停止
等も含めた減額の強化を図ることが記載されている。

学校法人の運営等に関する運営協議会及び学
校法人監事研修会の開催

（昭和54年度/平成15年度）
― ―

学校法人の役員等を対象に、学校法人及び私立大学等
の運営及び経営に関する施策や学校法人における取組
などについて会議を開催し、学校法人の管理運営及び
経営の更なる健全化、経営基盤の強化の促進を図って
いる。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
APにおいて、定員充足率80％未満で赤字経営となっている学校法人のう
ち、一人当たりの私立大学等経常費補助が全国平均を上回る法人数を減少
させることが定められている。【APのKPI】
【出典】文部科学省調べ

⑥入学定員充足率
80％未満で経常収支
差額がマイナスと
なっている学校法人
のうち、一人当たり
の私立大学等経常費
補助が全国平均を上
回る大学数
【AP 改革項目関
連：文教・科学技術
分野５－１　少子化
の進展を踏まえた予
算の効率化と教育の
質の向上】
【AP のKPI】

前年度より減
少

施策目標6 -1-6


